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大都市圏において，1960 年代の人口急増の時期から，都市の郊外部の丘陵地を住宅地に開発している事例が

多くある．これらの住宅地は，高齢化が進んでいることから，移動に不自由を感じる住民が多くなっている．

そのため，公共交通機関の利便性向上が求められている．本研究では，横浜市金沢区において，地形と高齢者

の歩行速度を考慮してバス停へのアクセシビリティを評価した．この手法により算出した距離(代謝的換算距離)
は，道路距離に比べ，バス停までの距離が増加し，バス停到達圏域が大きく減少した．また，OD 標高差が大き

くなるほど，ばらつきが大きくなることを確認した．さらに，代謝的換算距離を実務に適用するため，重回帰

分析を行い，OD 標高差と道路距離を変数とした有意な回帰式を得ることができた． 
 

     Key Words: public transportation, accessibility, topography, metabolic conversion distances 
 
 

1. はじめに 
 
大都市圏において，住宅開発は，都心近郊の鉄道沿線

から行われたが，1960年代からは，人口の急激な増加に

伴う住宅需要の高まりにより，郊外部の鉄道駅から離れ

た地域にも住宅地が形成された．また，郊外部の丘陵地

を住宅地に開発している場合が多くある．このような郊

外住宅地は，開発時に居住した住民の高齢化が進んでい

ることから，住民は坂道や階段等，起伏のある地区を徒

歩で移動することが困難となっており，移動に不自由を

感じる住民が多くなっている． 
自由に出かけることができないと，病院の受診機会，

買い物や人々との交流の機会が減少し，ひいては社会的

排除をもたらすことになる 1)．高齢化につれて運転に支

障を覚える人も少なくなく，公共交通機関の利便性が低

いと高齢者の社会的排除の問題が生じることとなる．行

政は，限られた財政の中で，高齢者が多く住む丘陵地等

にある交通不便地域に対して適切に支援する必要がある

が，地形を踏まえた交通不便地域の抽出に必要となる適

切な手法を持ち合わせていない．公共交通機関の利便性

を評価するにあたり，重要な評価指標となるのがアクセ

シビリティである． 
Mavoa et al.2)は公共交通機関に関わるアクセシビリティ

指標を，(1)公共交通機関の停留所へのアクセス，(2)公
共交通機関での移動時間，(3)公共交通機関での目的地

へのアクセスの 3種類に分類している．このうち既往研

究における「(1)公共交通機関の停留所へのアクセス」

の多くは，標準歩行速度を用いており，高齢者の身体的

制約を考慮していない 3) ,4),5), 6), 7)．高齢者は，身体的機能の

低下により歩行速度が遅くなり，さらに山坂を歩行する

ことによる負荷が大きくなる．そこで，佐藤ら 8)は歩行

経路上の傾斜や階段などの負荷と年齢による身体能力の

差異を勘案した「代謝的換算距離」指標を提案している．

しかしながら，代謝的換算距離は計算方法が煩雑であり，

自治体が公共交通の計画に際して行う交通不便地域の算

定には採用されていない． 
そこで，本研究では「(1)公共交通機関の停留所への

アクセス」の評価を行うにあたり，横浜市金沢区におい

て，バス停までの代謝的換算距離を算出した．さらに，

代謝的換算距離を OD標高差と道路距離で説明する重回

帰分析を行った．これにより実務において，簡易な方法

で地形を考慮したアクセシビリティの評価を行うことが
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できると考える．なお，このような試みを行った研究は

見当たらない． 
本論文の構成は次のとおりである．第２章では，交通

と社会的排除，公共交通機関へのアクセス，そして地形

を考慮したアクセス評価についてレビューする．第３章

では，代謝的換算距離の算出方法について説明する．第

４章では，横浜市金沢区を対象に，GISを用いて 10mメ

ッシュごとのバス停までの距離及びバス停の到達圏域を

算出する．あわせて，傾斜を考慮していない道路距離と

の比較及び代謝的換算距離の重回帰分析を行う．最後に，

第５章で本研究の成果及び今後の発展性について議論す

る． 
 
 

2. 既往研究 

 
Kenyon et al.1)は，社会的排除について，「数多くの要

因が相互に作用し，その結果，個人または集団が社会

的・政治的な生活に参加する機会が与えられず，物質

的・非物質的な生活の質が低下するだけでなく，人生の

チャンスや選択肢が狭まり，市民権が低下すること」と

定義している．交通の観点からは，社会的包摂に必要な

公共交通機関の最低レベルの基準を確立するための指標

が必要である 9)． 
交通政策を評価するにあたり，評価指標として，アク

セシビリティが用いられることが一般的である．Geurs et 
al.10)は，アクセシビリティ を「土地利用及び交通システ

ムにより，個人が交通手段を組み合わせて活動や目的地

に到達できる範囲」と定義し，土地利用，交通，時間，

個人属性の４つの要素が相互に作用するとしている． 
Saif et al.11)は，公共交通機関まで適度な徒歩距離でアク

セスできることがアクセシビリティにおいて重要である

と指摘している．公共交通機関の停留所や駅まで歩く距

離として，おおよそ 400m（0.25マイル）や 800m（0.5マ
イル）が一般的とされている 12),13), 14), 15), 16)． 
また，既往研究の多くは一律の歩行速度を用いてアク

セシビリティを評価している 3) ,4),5), 6), 7)．これらは，高齢者

の歩行速度の低下を考慮していない．加えて，地形に起

伏のある都市においては平坦な道よりも身体的負荷が大

きいことから，地形の影響を考慮することも重要である． 
勾配による速度変化を表現した関数として，Tobler17)

が経験則的に算定したハイキング関数がある．ハイキン

グ関数を用いたアクセシビリティ の研究では，モザン

ビーク及びペルーにおけるヘルスケアセンターへのアク

セス性評価が挙げられる 18), 19)． 
また，地形を考慮するため，代謝エネルギーコストを

指標とした研究もある．Páez et al.20)は，最小距離経路，

最小時間経路に比べ最小代謝エネルギー経路は大きく異 

なることを示した．Iseki et al.21)は，駅を起点とした自転

車で行き来できる範囲について分析し，エネルギー消費

量をコスト指標とした場合の範囲は，直線距離やネット

ワーク距離を指標とした範囲より小さくなり，直線距離

やネットワーク距離は過大評価となることを示した． 
エネルギーコストについて，佐藤ら 8)は，「代謝的換

算距離」指標を提案している．これは，消費される代謝

エネルギーによって歩行中の負荷を距離の増大に置き換

えるものである．具体的には，坂道歩行時に消費する代

謝エネルギーを指標とした傾斜の負荷と，基準歩行速度

(4km/h)に対する年齢階層ごとの歩行速度の比の逆数を移

動負荷として距離を算定する．詳細については後述する．

代謝的換算距離は，スーパーマーケットやコンビニ，中

心市街地，コミュニティバスの路線といった，様々なア

クセシビリティの研究において広く適用されている 22),23), 

24), 25), 26), 27) , 28)． 
一方，実務において自治体が交通不便地域を抽出する

際，多くは水平距離による評価が行われるが，勾配や高

低差を考慮し水平距離を補正している自治体もある 29)．

しかしながら，これらの評価方法には，補正の計算式に

根拠がない，補正を行う場合の勾配や高低差の閾値が不

明瞭，対象のエリアが行政区域の一部に限定されている，

という問題点がある．代謝的換算距離は，先述のとおり

多くの研究に用いられており，これらの問題を解決しう

る．ただし，GIS を用いて煩雑な計算を行う必要がある

ことから，実務においては用いられていない． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-1 横浜市金沢区における標高 
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本研究の対象地域を含む横浜市は，駅周辺に生活利便

施設が立地していること，そしてバス路線が駅を起点に

形成されていることが特徴として挙げられる． 
特に横浜市金沢区は地形上起伏が大きく（図-1；国土

地理院「基盤地図情報数値標高モデル」による），高度

経済成長期に開発が多く行われたことから，山坂があり

かつ高齢化の進展した郊外住宅地が多く存在している．

また，バスは幹線道路を走行しているため，住宅地から

バス停へのアクセスに山坂の移動を強いられることが少

なくない．このような特徴をふまえ，横浜市金沢区を対

象地域として選定した． 
 
 
3.  バス停までのアクセシビリティ 
 
(1)  代謝的換算距離 

佐藤ら 8)が提案した代謝的換算距離とは，経路の各部

分に，坂道歩行時に消費する代謝エネルギーを指標とし

た傾斜の負荷と，基準歩行速度(4km/h)に対する年齢階層

ごとの歩行速度の比の逆数を移動負荷として距離を算定

するもので，代謝的換算距離𝐿𝐿′'は，次のように表される． 
 

𝐿𝐿′ = 𝐿𝐿 ∙
𝑟𝑟(𝜃𝜃)
𝑟𝑟(0)  ∙  

𝑣𝑣3
𝑣𝑣𝑗𝑗  

𝑟𝑟(𝜃𝜃) ：勾配 θの坂道歩行時の代謝エネルギー(kcal)  
𝑣𝑣𝑗𝑗：年齢階層 jの歩行速度(km/h) 
 
𝑣𝑣𝑗𝑗は表-1 のとおりであり，𝑟𝑟(𝜃𝜃)はエネルギー代謝率

(RMR: Relative Metabolic Rate)の近似式から次のように表さ

れる 8)． 
 

𝑟𝑟(𝜃𝜃) = (3.113𝑒𝑒4.614𝜃𝜃 + 1.2) × 𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵𝐵 × 𝑊𝑊 × 𝑇𝑇  
BMR:基礎代謝率(kcal/kg/日)，W:体重(kg)，T:時間(日) 

 
なお，佐藤ら 8)は，急勾配の下り坂の歩行は負荷がか

かるため，RMR について勾配 11%以上と勾配-11%以下

では同じ関数になるとしている．しかし，これは，エビ

デンスが不明確である点，RMR が不連続関数となりモ

デル構造との親和性を欠く可能性が指摘されている点 26)

をふまえ，本研究では適用しないこととした． 
以上により，平坦な道路上の移動距離に比べて，勾配

の大きな道路上の移動では，また概して高齢になるほど，

代謝的換算距離は大きく評価される． 
 

(2)  本研究における代謝的換算距離の算定方法 

本研究では，バス停までのアクセシビリティを，代謝

的換算距離を用いて評価する．佐藤ら 8)の手法では，1m
毎の等高線で区切られた経路の各部分に式(1)を適用し， 

表-1 年齢階級別の歩行速度 8) 
年齢階級 j 歩行速度𝑣𝑣𝑗𝑗 (km/h) 
1  (5〜10歳) 2.17 
2  (11〜14歳) 3.39 
3  (15〜49歳) 4.00 
4  (50〜64歳) 3.40 
5  (65〜74歳) 2.82 
6  (75歳〜) 2.51 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2 10mメッシュと道路ネットワークの例 

 
代謝的換算距離を算定しているが，行政区域全体にこの

方法を適用すると計算量が膨大になる．そこで，道路ネ

ットワークのリンク毎に代謝的換算距離を算定すること

で計算量を低減した． 
図-2のような簡易な道路ネットワークを例に説明する．

対象地域を10mメッシュに区分し，各メッシュに含まれ

るノード(1〜9)に 10m メッシュ標高の値を与え，これに

基づき代謝的換算距離を各リンクのリンクコストとして

与える．そして，10m メッシュのセントロイドごとにバ

ス停までの経路の代謝的換算距離を計算する．例えば，

セントロイドAを評価する場合，最も近いラインにノー

ド aを作り，ノード aからバス停までの代謝的換算距離

が最小となる経路を計算する． 
 
 
4. 代謝的換算距離の算出 

 

(1)   バス停までの代謝的換算距離 

GIS により代謝的換算距離を算定するが，計算に必要

なデータは，①道路GISデータ（Open Street Mapを使用），

②10m メッシュ標高データ（国土地理院「基盤地図情報 
数値標高モデル」を使用），③バス停ポイントデータ

(1) 

(2) 
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（国土交通省「国土数値情報」を使用）である．これら

のデータに加え，図-3 のとおり，GIS の空間分析機能を

用いて，リンクやノードを作成した．なお，計算コスト

削減のため，道路のラインから10mのバッファーに含ま

れるセントロイドのみ評価対象とした． 
本研究では，移動に不自由を感じている 75 歳以上の

後期高齢者を対象者とした．歩行速度は，表-1 より

𝑣𝑣6 =2.51(km/h)であり，リンクの代謝的換算距離𝐿𝐿′は， 
 

𝐿𝐿′ = 𝐿𝐿 ∙
𝑟𝑟(𝜃𝜃)
𝑟𝑟(0)  ∙  

𝑣𝑣3
𝑣𝑣6

= 𝐿𝐿 ∙
3.113𝑒𝑒4.614𝜃𝜃 + 1.2

3.113 + 1.2
 ∙  

4.00
2.51

 

 
これらをふまえ，まず，各セントロイドから最寄りバ

ス停までの勾配を考慮しない平坦の道路距離を計算した．

その際，区界の地域では，金沢区外の道路やバス停を利 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3  GISにおけるデータの作成 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4  最寄りバス停までの道路距離(横浜市金沢区) 

 

用する可能性もあることから，金沢区より広範囲の道路

及びバス停データも含めることとした．その計算結果が，

図-4である． 
同様に，後期高齢者を対象とした最寄りバス停までの

代謝的換算距離を計算した結果が図-5である．そして，

道路距離と代謝的換算距離の計算結果をまとめたものが

表-2である． 
平均値を比較すると，代謝的換算距離が道路距離の約

1.62 倍高くなっている．なお，代謝的換算距離の最大距

離は，7,025.46 m だが，7,000m を超えたポイントがほぼ

同一の箇所に 5つあった．これらのポイントを除くと最

大距離は 2,564.22mである． 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-5  最寄りバス停までの代謝的換算距離(横浜市金沢区) 

 
 

表-2 バス停までの道路距離と代謝的換算距離の比較 

 

 
道路距離 代謝的  

換算距離 
評価対象ポイント数 98,307  箇所 
平均距離 322.44 m 523.11 m 
最小距離 0.0031 m 0.0055 m 
第１四分位距離 164.44 m 262.68 m 
第２四分位距離 275.10 m 443.07 m 
第３四分位距離 437.11 m 712.39 m 
最大距離 1,627.81 m 7,025.46 m 

(3) 
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図-6  道路距離と代謝的換算距離のヒストグラム 

 
また，道路距離と代謝的換算距離のヒストグラムが，

図-6であり縦軸は度数を示している．代謝的換算距離は，

道路距離に比べて，分散，標準偏差が大きな値となって

おり，ばらつきがある．さらに，分布が全体的に右にず

れていることが分かる． 
 

(2)  バス停の到達圏解析 

次に， GISのネットワーク解析機能を用いて，横浜市

金沢区における直線距離，道路距離，代謝的換算距離そ

れぞれのバス停到達圏を算定した．  
なお，土木学会のバスサービスハンドブック 34)におい

て，「利用者の自宅からバス停までの距離を無理なく歩

ける距離…は健常者で 300m…」と記載されていること

からバス停到達圏域は，300m とした．その結果が図-7
である． 
本研究の評価対象であるセントロイド 98,307箇所が到

達圏域にどの程度含まれるか計算したところ，直線距離

の圏域は 78.89％，道路距離の圏域は 63.04％，代謝的換

算距離の圏域は 35.17％であった．つまり，直線距離の

圏域は，道路距離の圏域に比べ，約 15 ポイント過大と

なっている．さらに，代謝的換算距離の圏域は道路距離

の圏域から約 28ポイント減少している． 
直線距離や道路距離などの水平距離は過大評価になる

ことは，既往研究でも指摘されているが，改めて確認す

ることができた． 
また，金沢区は，東側は埋立地のため起伏が小さく平

坦な地形であるが，内陸部は丘陵地であり起伏が大きい

という特徴がある．図-5や図-7より，金沢区の東側に比

べ，起伏の大きい内陸部のほうが，道路距離に対する代

謝的換算距離の増大幅や到達圏域の縮小幅が大きくなる

傾向がみられる． 
 
(3)  道路距離と代謝的換算距離の比較 

前節までの計算結果を踏まえ，OD の標高差と，道路

距離，代謝的換算距離の関係性を検証するため，OD 標

高差 5mごとに道路距離と代謝的換算距離を比較する． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-7  バス停 300m到達圏域 

 
ここでの OD標高差とは，バス停とセントロイドの標高

の差を指す．また，比較にあたり，先述の外れ値である

5つのポイントは除いた． 
これらの結果をまとめたものが，表-3及び表-4である．

表-3はOD標高差 0m未満の場合におけるOD標高差 5m  
ごとの平均道路距離𝐿𝐿と平均代謝的換算距離𝐿𝐿′，及びそ

の比𝐿𝐿′ 𝐿𝐿⁄ を示している．同様に，表-4 は OD 標高差 0m
以上の場合を示している． 

OD 標高差が 0m 未満の場合，道路距離に対して代謝

的換算距離は増加するものの，総じて 1.5 倍程度の増加

である．代謝的換算距離は，「勾配による負荷」と「年

齢による速度低下」を重み付けしたものであるが，「年

齢による速度低下」の重み付けにより代謝的換算距離は，

道路距離の約 1.59 倍(= 𝑣𝑣3 𝑣𝑣6⁄ = 4.00 2.51⁄ )になる．一

方「勾配による負荷」は，勾配θの指数関数である．そ

のため，下り坂(負の勾配)における距離の減少幅は小さ

く，OD 標高差が 0m 未満の場合には，「勾配による負

荷」の影響がほとんど無いことが分かる． 
一方，OD標高差が 0m以上の場合，OD標高差が大き

くなるほど，代謝的換算距離𝐿𝐿′と道路距離𝐿𝐿の比𝐿𝐿′ 𝐿𝐿⁄ は

増加する．特にOD標高差が 25m以上になると，代謝的

換算距離は道路距離に対し約 2.2 倍増加する．代謝的換

算距離は勾配θに依存することから，OD 標高差が大き

い歩行経路では，経路の中に勾配の大きなリンクが多く 
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表-3 OD標高差 5mごとの平均道路距離と平均代謝的換算距離 (OD標高差 0m未満)   
OD標高差 z  (m)   

z  <  -25  -25  ≤   z  < -20  -20  ≤  z  <  -15  -15  ≤  z  <  -10  -10  ≤  z  <  -5  -5  ≤  z  <  0 

平均道路距離  𝐿𝐿 (m) 
 

637.90  507.46  421.14  362.62  316.15  250.84 

平均代謝的換算距離  𝐿𝐿′ (m) 989.47  778.29  647.54  563.51  496.65  400.37 

距離比  𝐿𝐿′ 𝐿𝐿⁄  
 

1.5511  1.5337  1.5376  1.5540  1.5709  1.5961 

標本数  N 
 

6062  3198  4205  5600  9223  32123 

 
表-4 OD標高差 5mごとの平均道路距離と平均代謝的換算距離 (OD標高差 0m以上)   

OD標高差 z  (m)  
  0  ≤  z  <  5  5  ≤  z  <  10  10  ≤  z  <  15  15  ≤  z  <  20  20  ≤  z  <  25  25  ≤  z 

平均道路距離  𝐿𝐿 (m) 
 

297.62  278.48  303.31  339.70  385.48  457.50 

平均代謝的換算距離  𝐿𝐿′ (m) 486.28  503.67  592.59  698.53  829.08  1026.87 

距離比  𝐿𝐿′ 𝐿𝐿⁄    1.6339  1.8086  1.9537  2.0563  2.1508  2.2445 

標本数  N   29114  4103  2046  1276  671  681 

 
 

表-5 OD標高差 5mごとの代謝的換算距離の重回帰分析 (OD標高差 0m未満)   
OD標高差 z  (m) 

説明変数    z  <  -25  -25  ≤  z  <  -20  -20  ≤  z  <  -15  -15  ≤  z  <  -10  -10  ≤  z  <  -5  -5  ≤  z  <  0 

(定数項) 

 
      53.3140*** 
      (8.0141) 

         -92.7268*** 
        (28.0938) 

         -54.5458*** 
        (16.2682) 

            -2.6141 
        (10.5330) 

        -31.9731*** 
         (3.7784) 

        -3.0680*** 
       (0.4199) 

道路距離 

 
        1.6399*** 
       (0.0098) 

             1.6564*** 
            (0.0081) 

             1.6819*** 
           (0.0066) 

             1.6891*** 
           (0.0066) 

            1.6499*** 
          (0.0043) 

          1.6327*** 
        (0.0013) 

OD標高差 
          2.6722*** 

       (0.1449) 
             -1.3672 

            (1.2693) 
              0.3592 

            (0.9248) 
             3.7754*** 

           (0.8393) 
           -0.9676* 

           (0.4969) 
          4.0019*** 

        (0.1533) 

変数の相関係数   r        -0.2097              -0.1335             -0.0344             -0.0511             -0.1143           -0.1420 

決定係数  𝑅𝑅2 
 

        0.8221***               0.9310***              0.9387***              0.9206***              0.9414***             0.9818*** 

標本数  N 
 

6062    3198    4205    5600    9223   32123 

カッコ内は標準誤差  ***p < 0.01 **p < 0.05 *p < 0.1 
 

表-6 OD標高差 5mごとの代謝的換算距離の重回帰分析 (OD標高差 0m以上)   
OD標高差 z  (m) 

説明変数   0  ≤  z  <  5  5   ≤  z  <  10  10  ≤  z  <  15  15  ≤  z  <  20  20  ≤  z  <  25  25  ≤  z 

(定数項) 
 

        -0.5281* 
        (0.3091) 

       -13.3968*** 
         (4.2569) 

          15.8020 
        (14.0847) 

        157.6601*** 
        (32.6484) 

          40.1147 
        (67.3224) 

       16.7460 
     (42.4545) 

道路距離 
 

          1.6003*** 
         (0.0008) 

            1.6357*** 
          (0.0045) 

             1.6189*** 
           (0.0125) 

             1.4973*** 
           (0.0232) 

            1.3838*** 
          (0.0330) 

        1.4216*** 
       (0.0347) 

OD標高差             7.7916*** 
         (0.1409) 

            8.6033*** 
          (0.5653) 

             6.9423*** 
           (1.1368) 

             1.8614 
           (1.8702) 

          11.4885*** 
          (3.0644) 

      12.0994*** 
       (1.4610) 

変数の相関係数  r           0.2180             0.0445             0.1484              0.1029             0.1694          0.2462 

決定係数  𝑅𝑅2 
 

          0.9937***             0.9696***             0.8953***              0.7685***             0.7369***          0.7522*** 

標本数  N   29114  4103  2046  1276  671  681 

カッコ内は標準誤差  ***p < 0.01 **p < 0.05 *p < 0.1 
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含まれるようになるため，代謝的換算距離の増加割合が

大きくなったと考えられる． 
 
(4)  代謝的換算距離の重回帰分析 

次に，OD標高差5mごとに，道路距離とOD標高差を

説明変数，代謝的換算距離を被説明変数とする重回帰分

析を行った．その結果をまとめたものが表-5及び表-6で
ある．表-5はOD標高差 0m未満の場合，表-6はOD標 
高差 0m以上の場合を示している． 

OD標高差 5mごとのいずれの場合においても 1%有意

の回帰式を得られることができた．なお，説明変数であ

る OD標高差と道路距離の相関係数を算定したところ，

ほぼ相関がないことを確認できた． 
ここで，表-5 の OD標高差 0m未満の場合に着目する

と，OD標高差は，説明変数として，[ -10  ≤  z  <  -5 ] にお

いては 10%有意， [ -25  ≤  z  <  -20 ]，[ -20  ≤  z  <  -15 ]では 有
意とはならなかった．これは，先述のとおり，代謝的換

算距離は，下り坂(負の勾配)における距離の減少幅が小

さいことから，OD 標高差がマイナスだと OD 標高差の

影響度が弱くなったことが考えられる． 
一方，表-6のOD標高差0m以上の場合に着目すると，

[ 15  ≤  z  <  20 ]を除いて， OD標高差が代謝的換算距離の

説明に 1%有意であることが示された． しかし，OD 標

高差が大きくなると，決定係数が小さくなるとともに説

明変数の標準誤差は大きくなった． 
以上のように，重回帰分析を行い，道路距離と OD標

高差を変数とした 1%有意の代謝的換算距離の回帰式を

得ることができた．これにより，OD の道路距離と標高

差が分かれば，代謝的換算距離を推定することができ，

実務にも適用が可能である．しかしながら，本研究の回

帰式は，OD 標高差が大きくなると決定係数が小さくな

るなど，モデルのさらなる精度向上が必要である． 
 
 
5. 結論 

 
本研究では公共交通機関へのアクセシビリティ指標の

うち，「(1)公共交通機関の停留所へのアクセス」に着

目し，代謝的換算距離を用いて地形と高齢者の歩行速度

を考慮したバス停へのアクセシビリティを評価した．ま

ず，10m メッシュのセントロイドからバス停までの代謝

的換算距離を計算し，さらに到達圏解析を行い，代謝的

換算距離の圏域が，直線距離や道路距離の圏域に比べ大

きく減少することを確認した．多くの自治体は直線距離

を用いて公共交通機関へのアクセスを評価しているため，

到達圏域を過大評価している可能性がある．そこで，現

状に見合った評価を行う必要性を改めて明らかにするこ

とができた． 

次に， OD 標高差と代謝的換算距離の関係を検証し，

その結果，OD 標高差が大きくなるほど道路距離に対す

る代謝的換算距離の増加割合が大きくなることを確認し

た．そして，OD 標高差 5ｍごとに代謝的換算距離の重

回帰分析を行い，いずれも 1%有意の OD 標高差と道路

距離を変数とした回帰式を得られた．  
日本は高齢化が進んでおり，交通不便地域を抽出し，

移動の支援を行うことが喫緊の課題である．そこで，代

謝的換算距離を用いて評価することで，地形を考慮した

アクセシビリティを算定できるため，これまで自治体が

指標としていた直線距離や道路距離に比べて精緻な評価

が可能である．さらに，GIS で代謝的換算距離に人口密

度や高齢化率を組み合わせることで高齢化が進む交通不

便地域を抽出することができるだろう．このような，現

状に見合った交通不便地域を抽出できるようになると行

政が支援すべき地域を正確に捉えることにつながり，交

通政策の向上に寄与することができる．  
本研究の発展にあたり，今後，他の地域でも同様の計

算を行い，標本数を増やすことで代謝的換算距離の回帰

式の精度を上げるとともに，回帰式の地域特性について

も検証する必要がある． 
なお，本研究では，バス停までの距離のみをアクセシ

ビリティ評価の対象とし，バス停から目的地までのアク

セシビリティは考慮していない．目的地までの正確なア

クセシビリティ評価を行うためには，「バスの待ち時間」

や「乗車時間」を加味し「移動時間」を評価指標とする

ことが考えられる．また，本研究は「駅周辺に生活利便

施設が立地しており，駅までバスを利用し生活利便施設

にアクセスする」という前提のもと，バス停までのアク

セシビリティを評価した．そのため，「地域の近隣に立

地しているがバスでアクセスできない生活利便施設」へ

のアクセスは考慮されていない．これは，既存のバス停

へのアクセシビリティのみを考えたことによる，アクセ

シビリティ評価の限界と言える．また，本研究の手法は，

相対比較により交通不便地域を抽出することはできるが，

交通不便地域と判定するための代謝的換算距離の閾値に

ついては，知見が不足している．そのため，交通不便地

域の絶対的な判断を行うことができない． 
これらの課題をクリアするために，更なる実証研究が

必要である． 
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EVALUATING ACCESS TO PUBLIC TRANSPORTATION CONSIDERING 
TOPOGRAPHICAL FEATURES: A CASE STUDY OF KANAZAWA WARD, 

YOKOHAMA CITY 
 

Naoyuki MORI, Kiyoshi TAKAMI and Giancarlos PARADY 
 

In metropolitan areas, since the period of rapid population growth in the 1960s, suburban residential 
areas have been extensively developed. In addition, due to growth pressure, in many cases hilly areas in 
suburban areas have been developed into residential areas. Residents who have lived in these areas since 
the time of development are now aging, and it has become difficult for them to walk uphill as their physical 
condition deteriorates. At the same time, there is a need to improve transit accessibility in these ageing 
areas to mitigate social exclusion problems that arise from the lack of mobility. Accessibility indicators for 
public transportation include (1) access to transit stops, (2) duration of the transit journey, and (3) access to 
destinations by transit. In this study, we focused on access to transit stops and evaluated the accessibility to 
public transportation in Yokohama City, considering the topographical features and the walking speed of 
the elderly. Specifically, the metabolic energy consumed by walking on a slope was used as an evaluation 
index, and the walking burden was replaced by an increase in distance. Results suggest that compared to 
“flat” network distance, (1) there is a large decrease in the effective bus stop catchment area, and (2) met-
abolic conversion distances are longer, exhibiting higher variation with increasing elevation difference. 
Furthermore, in order to apply the metabolic conversion distance in practice, we performed multiple re-
gression analysis and obtained significant regression equations with OD elevation difference and network  
distance as variables. 
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